
　　〇年度　　固定資産税（償却資産）課税標準の特例適用届出書

受付印

　　　〇年　〇月〇日

資産の種類 数量 取得年月 耐用年数

構築物 △△ 1 〇年〇月 10年
機械及び装置 □□ 1 〇年〇月 12年
工具器具及び備品 ×× 1 〇年〇月 6年
事業用家屋 123.45㎡ 〇年〇月 -

　　　　　　 提出に当たっては、課税標準の特例に該当することが判明する書類を添付してください。

調査年月日 担当者

＊該当条項
地方税法第　　条　　項　　号
法附則　 第　　条　　項　　号

千葉市長　あて

〇年〇月

特例用途 先端設備等認定設備

＊処理事項

1,600,000 〇年〇月

資産の名称等 取得価額 事業の用に供した年月

〇年〇月

添付書類 別紙のとおり

申告理由

下記償却資産について、 □　地方税法第349条の3の規定により

　　　　　　　　　　　          □　同法附則第15条　　　の規定により　　　　

＊ご注意　この届出書は、地方税法の規定による課税標準の特例を適用するために提出していただくものです。

300,000 〇年〇月
千葉市〇〇区〇〇町〇丁目1234番地（〇〇番〇） 5,000,000

1,200,000

　　　　　　　　　　　          □　同法附則第  〇〇 条の規定により

課税標準の特例を適用していただきたく申し出ます。

資産所在地 千葉市　〇〇　区

所
有
者

 　（ふりがな）

　住　　　所
千葉市〇〇区〇〇丁目〇〇番地

　  （ふりがな）

　 氏　　　名
 法人にあっては
　その名称及び
　代表者の氏名

有限会社　千葉商事
　代表取締役　　千　葉　　太　郎

申告書番号

✓

事業用家屋の特例措置の適用を受

ける場合は「所在地番・家屋番号」を

ご記入ください。

事業用家屋の場

合は「床面積」を

ご記入ください。

記載例


